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臓器移植法改正の背景

１．イスタンブール宣言（2008年5月，国際移植学会）
 

とWHO（世界保健機関）指針改正（当初，2009年に
 

予定されていた）による渡航移植の事実上の禁止。

２．現行の臓器移植法下で小児心臓移植ができない。

３．現行の臓器移植法下で脳死移植数が少数にとど
 

まっている。



移植用死体臓器の摘出に関する法律

◆角膜移植に関する法律
（昭和33年4月17日公布法律第64号，角膜腎臓移植法の制定により廃止）

◆角膜及び腎臓の移植に関する法律
（昭和54年12月18日公布法律第63号，臓器移植法の制定により廃止）

◆臓器の移植に関する法律

（平成9年7月16日公布法律第104号，

改正平成21年6月18日衆議院可決

同7月13日参議院可決

平成21年7月17日公布法律第83号）



臓器移植法の概要

①臓器移植に関する基本的理念

②臓器移植目的で死体から心臓，肺，肝臓，腎臓，膵
 

臓，小腸，眼球を摘出するための要件

③臓器売買の禁止（すべての臓器移植に及ぶ）

④死体から摘出された臓器のあっせんに関わる要件，
 

など



現行臓器移植法第６条第１項

①
 
医師は，死亡した者が生存中に臓器を移植術に使用

 
されるために提供する意思を書面により表示している

 
場合であって，その旨の告知を受けた遺族が当該臓器

 
の摘出を拒まないとき又は遺族がないときは，この法

 
律に基づき，移植術に使用されるための臓器を，死体

 
（脳死した者の身体を含む。以下同じ。）から摘出するこ

 
とができる。



現行臓器移植法第６条第２項第３項

②
 
前項に規定する『脳死した者の身体』とは、その身体か

 ら移植術に使用されるための臓器が摘出されることとな
 る者であって脳幹を含む全脳の機能が不可逆的に停止
 するに至ったと判定されたものの身体をいう。

③
 
臓器の摘出に係る前項の判定は、当該者が第１項に規

 定する意思の表示に併せて前項による判定に従う意思を
 書面により表示している場合であって、その旨の告知を
 受けたその者の家族が当該判定を拒まないとき又は家
 族がないときに限り、行うことができる。［4項以下は省略］



死体からの移植用臓器の摘出要件

【死体（脳死した者の身体〔以下，「脳死体」という〕も含む）から
 の臓器の一般的摘出要件（6条1項）】

①生前の本人の，提供意思の，書面による表示（ドナーカード→
 

臓器提供意思表示カードや運転免許証・健康保険証へ貼付
 

するシール）

②①の意思表示があったことを知らされた遺族が摘出を拒まな
 

いこと（または遺族がないこと――遺族がない場合について
 

は以下では省略する）



脳死判定実施の要件

【脳死体から臓器を摘出しようとする場合に，脳死の判
 定を行うための要件（6条3項）】

③本人の，（提供意思に併せて表示される）脳死判定に従う
 

という意思の，書面による表示（臓器提供意思表示
 

カードや運転免許証・健康保険証へのシール）

④③の意思表示があったことを知らされた家族が脳死判
 

定を拒まないこと





生前に臓器提供の意思表示をなしうる者

◆ガイドライン第１

「民法上の遺言可能年齢等を参考として、法の運用に当たって
 は、15歳以上の者の意思表示を有効なものとして取り扱うこ
 

と。」

◆臓器を分割・縮小して移植することが不可能な心臓などにつ
 いては身体の小さい小児の患者への移植ができない。

【生前の提供意思表示が不可欠】

◆脳死提供者が多くない――平成11年4例，12年5例，13年8例，
 14年6例，15年3例，16年5例，17年9例，18年10例，19年13例，
 20年13例，21年7例，22年3例（22年3月まで，累計86例）。



本人意思不可欠の例外

◆死体から移植用臓器を摘出するためには，本人の臓器提供
 

意思の表示があることが不可欠

◆例外として附則４条第１項（心臓死体／眼球・腎臓の摘出）

「医師は、当分の間、第６条第１項に規定する場合のほか、［死
 

亡した者が生存中に提供意思の有無を表明していない場合
 

であって、］
 
遺族が当該眼球又は腎臓の摘出について書面

 
により承諾しているときにおいても、移植術に使用されるため

 
の眼球又は腎臓を、同条第２項の脳死した者の身体以外の

 
死体から摘出することができる。」



角膜腎臓移植法(昭和54年)の承諾要件

第3条
 
③

 
医師は，･･････死体からの眼球又は腎臓の摘出を

 
しようとするときは、あらかじめ、その遺族の書面による承

 
諾を受けなければならない。

ただし、死亡した者が生存中にその眼球又は腎臓の摘出
 

について書面による承諾をしており、かつ、医師がその旨を
 

遺族に告知し、遺族がその摘出を拒まないとき、又は遺族
 

がないときは、この限りでない。



脳死臨調答申（平成4年1月）

◆臨時脳死及び臓器移植調査会答申「脳死及び臓器移
 

植に関する重要事項について」（平成4年1月22日）

「脳死をもって社会的・法的にも『人の死』とするこ
 

とは妥当な見解であると思われ」、また、「脳死を
 

もって『人の死』とすることについては概ね社会的
 

に受容され合意されているといってよいものと思わ
 

れる。」



臓器の移植に関する法律案（各党協議会案）
 （脳死臨調答申(平成4年1月)後の平成6年4月12日国会提出）

第6条
 
医師は、次の各号のいずれかに該当する場合には、移

 植術に使用されるための臓器を、死体（脳死体を含む。以下
 同じ。）から摘出することができる。

一
 
死亡した者が生存中に当該臓器を移植術に使用されるため

 に提供する意思を書面により表示している場合であって、その
 旨の告知を受けた遺族が当該臓器の摘出を拒まないとき又
 は遺族がないとき。

二
 
死亡した者が生存中に当該臓器を移植術に使用されるため

 に提供する意思を書面により表示している場合及び当該意思
 がないことを表示している場合以外の場合であって、遺族が
 当該臓器の摘出について書面により承諾しているとき。



中山修正案（平8年6月）・中山案（平8年12月）

第6条
 
医師は、死亡した者が生存中に臓器を移植術に使用される

 ために提供する意思を書面により表示している場合であって、そ
 の旨の告知を受けた遺族が当該臓器の摘出を拒まないとき又は
 遺族がないときは、移植術に使用されるための臓器を、死体（脳
 死体を含む。以下同じ。）から摘出することができる。

附
 
則

 
（経過措置）

第4条
 
医師は、当分の間、第6条第1項に規定する場合のほか、

 ［死亡した者が生存中に提供意思の有無を表明していない場合
 であって、］

 
遺族が当該眼球又は腎臓の摘出について書面によ

 り承諾しているときにおいても、移植術に使用されるための眼球
 又は腎臓を、同条第2項の脳死体以外の死体から摘出することが
 できる。



関根修正案(平成9.6.16)によって修正された中山案
第6条

 
医師は、死亡した者が生存中に臓器を移植術に使用される

 ために提供する意思を書面により表示している場合であって、そ
 の旨の告知を受けた遺族が当該臓器の摘出を拒まないとき又は
 遺族がないときは、この法律に基づき、移植術に使用されるため
 の臓器を、死体（脳死した者の身体を含む。以下同じ。）から摘出
 することができる。

②
 
前項に規定する「脳死した者の身体」とは、その身体から移植術

 に使用されるための臓器が摘出されることとなる者であって脳幹
 を含む全脳の機能が不可逆的に停止するに至ったと判定されたも
 のの身体をいう。

③
 
臓器の摘出に係る前項の判定は、当該者が第1項に規定する意

 思の表示に併せて前項による判定に従う意思を書面により表示し
 ている場合であって、その旨の告知を受けたその者の家族が当該
 判定を拒まないとき又は家族がないときに限り、行うことができる。



臓器移植法改正法案の提出（F案は省略）

A案（中山案）

第162回国会衆法第38号・平成17年8月8日提出（同日解散で廃案）

第164回国会衆法第14号・平成18年 3月31日提出（成立）

B案（斉藤案）――12歳以上の者に提供意思表示を認める

第162回国会衆法第39号・平成17年8月8日提出（同日解散で廃案）

第164回国会衆法第15号・平成18年 3月31日提出（廃案）

C案（金田案）――要件の厳格化

第168回国会衆法第18号・平成19年12月11日提出（廃案）

D案（根本案）――15歳未満の者について遺族・家族の承諾を認める

第171回国会衆法第30号・平成21年5月15日提出（否決）

E案（千葉案）――臨時子ども脳死・臓器移植調査会の設置

第171回国会参法第26号・平成21年6月23日提出（廃案）



改正臓器移植法

第
 
6 条

 
医師は、次の各号のいずれかに該当する場合には、移植

 術に使用されるための臓器を、死体（脳死した者の身体を含む。
 以下同じ。）から摘出することができる。

一
 
死亡した者が生存中に当該臓器を移植術に使用されるため

 に提供する意思を書面により表示している場合であって、その旨
 の告知を受けた遺族が当該臓器の摘出を拒まないとき又は遺
 族がないとき。

二
 
死亡した者が生存中に当該臓器を移植術に使用されるため

 に提供する意思を書面により表示している場合及び当該意思が
 ないことを表示している場合以外の場合であって、遺族が当該
 臓器の摘出について書面により承諾しているとき。

2 前項に規定する「脳死した者の身体」とは、脳幹を含む全脳の機
 能が不可逆的に停止するに至ったと判定された者の身体をいう。



改正臓器移植法

第6条

3 臓器の摘出に係る前項の判定は、次の各号のいずれかに該当す
 る場合に限り、行うことができる。

一
 
当該者が第1項第1号に規定する意思を書面により表示してい

 る場合であり、かつ、当該者が前項の判定に従う意思がないことを
 表示している場合以外の場合であって、その旨の告知を受けたそ
 の者の家族が当該判定を拒まないとき又は家族がないとき。

二
 
当該者が第1項第1号に規定する意思を書面により表示してい

 る場合及び当該意思がないことを表示している場合以外の場合で
 あり、かつ、当該者が前項の判定に従う意思がないことを表示して
 いる場合以外の場合であって、その者の家族が当該判定を行うこ
 とを書面により承諾しているとき。



改正臓器移植法

第6条

1 死体臓器を移植用に摘出できる場合

①本人の提供意思
 
＋

 
遺族の拒否の不存在

②臓器提供に関する本人意思が不存在
 
＋

 
遺族の摘出承諾

3 脳死した者の身体からの臓器摘出の前提となる脳死判定ができる
 場合

①本人の臓器提供意思
 
＋

 
本人による脳死判定の拒否の不存在

 ＋
 
家族の拒否の不存在

②臓器提供に関する本人意思が不存在
 
＋

 
本人による脳死判定

 の拒否の不存在
 
＋

 
家族の脳死判定承諾



改正臓器移植法

（親族への優先提供の意思表示）

第6条の2 移植術に使用されるための臓器を死亡した後に
 

提供する意思を書面により表示している者又は表示しよ
 

うとする者は、その意思の表示に併せて、親族に対し当
 

該臓器を優先的に提供する意思を書面により表示するこ
 

とができる。

［同旨の規定はB案にもあった。］



改正法では脳死は一律に人の死か

◆そうとはいえない。人の死の定義はどこにも規定されていない。
 あるのは，移植用臓器を死体から摘出する場合に脳死判定を

 実施することができる場合について要件を定める規定。

◆現行法では，脳死判定に関して，本人がそれに従う意思を表
 示していた場合に，その実施が認められている。改正法では，
 本人がそれを拒む意思を表示していなければ，その実施は認
 められる。現行法と改正法で異なるのは，現行法では，本人
 が脳死判定について積極的にその実施を認める意思表示が
 必要とされるのに対して，改正法では，本人の拒否がないこと
 で足りるとされる点である。換言すると，脳死判定の実施に関
 して当事者が意思を表示していない場合の原則的取扱いを，
 現行法では脳死判定実施不可とするところを，改正法では脳
 死判定実施可に変更するということである。



脳死判定の実施（本人の臓器提供がある場合）

本人の意思表示 現行法の取扱い 改正法の取扱い

脳死判定に従う
 意思を表示

実施可 実施可

脳死判定に関して
 意思表示なし

実施不可 実施可

脳死判定を拒む
 意思を表示

実施不可 実施不可



改正法の施行に向けた検討課題（H21.9.15.臓器移植委員会）

Ⅰ．親族への優先提供に関する課題

１．親族の範囲について

２．親族への優先提供意思の取扱いについて

３．あっせん手続きについて

Ⅱ．小児からの臓器提供に関する課題

１．小児の脳死判定基準等について

２．被虐待児の取扱いについて

３．15歳未満の者による拒否の意思表示について

Ⅲ．本人が意思表示していない場合における臓器提供に関
 する課題

１．意思表示していないことの確認について

２．有効な意思表示ができない者の取扱いについて



改正法の施行に向けた検討課題（H21.9.15.臓器移植委員会）

Ⅳ．普及啓発等に関する課題

１．臓器提供意思表示カードについて

２．意思表示登録システムについて

３．普及啓発の対象者と啓発方法について

４．普及啓発の内容について

Ⅴ．その他

１．ドナー適応基準及びレシピエント選択基準の見直し
 について

２．臓器移植に係る体制整備について



「臓器の移植に関する法律」の運用に関する指針
 （ガイドライン）の一部改正について（平成22年1月14日）

改正の概要

(１) 親族の範囲

臓器を優先的に提供する意思表示に関して、法律に規定する「親族」の
 範囲は、立法者の意思を踏まえて限定的に解釈し、配偶者、子及び父
 母※とする。

※

 

配偶者は、いわゆる法律婚に限り、事実婚は含まない。子及び父母には、特別養子

 縁組(子の利益のため特に必要と認められる場合に、家庭裁判所の審判により成立

 する養子縁組)による養子及び養父母を含む。

(２) 親族優先提供の意思表示

①
 
親族優先提供の意思は、臓器提供の意思に併せて、書面により表示

 する。

②
 
優先提供する親族を指定した意思が表示（個人名を記載）されていた

 場合も、その者を含む親族全体へ優先提供する意思表示として取り扱
 う。



「臓器の移植に関する法律」の運用に関する指針
 （ガイドライン）の一部改正について（平成22年1月14日）

(３) 留意事項

①

 
親族優先提供の意思表示があった場合でも、医学的な理由から、必ずしも親

 族に対し移植術が行われるとは限らない。

②

 
親族優先提供を目的とした自殺を防ぐ必要があるため、移植希望者(レシピ

 エント)登録をした親族がいる者が、親族優先提供の意思表示を行い、自殺を

 図ったときは、親族への優先提供は行われない。

※

 
この場合、親族も含めた移植希望者全体から、医学的基準により移植を受け

 る者を選定する。

③

 
親族以外の者に優先提供する意思が、臓器提供の意思に併せて表示されて

 いた場合は、優先提供に係る意思表示については無効となる。

④

 
臓器の提供先を限定し、その他の者への提供を拒否する意思が明らかであ

 る場合は、親族に限定する場合も含め、脳死･心臓死の区別や臓器の別に関

 わらず、脳死判定及び臓器摘出は見合わせる。

施

 
行

 
日

 
平成２２年１月１７日



「臓器提供意思表示カードの様式見直し（案）」
 の意見募集について（平成22年3月23日）

広く国民の皆様の意見を
 聞くため、「臓器提供意思表
 示 カ ー ド の 様 式 見 直 し
 （案）」の概要を公表いたし
 ますので、本件に関して御
 意見・御提案がある方は下
 記に沿って当室あて御提出
 下さい。

意見・提案提出期間

平成22年3月23日（火）～

平成22年4月21日（水）
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